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1. 茂原市自治基本条例を考える市民の会 1年半を振り返って 

「住んでよかったと思えるまち茂原」を実現するため、市民と行政等

との協働によるまちづくりを学び合いましょうという、市長から市民へ

の呼びかけで『共生と共創のまちづくりもばら市民塾』がスタートした

のは、2年前の 2011年 10月のことでした。 

37 名の市民が応募し参加しました。年齢や職業、体験してきたこと

もさまざまでしたが、“茂原のことをもっと知りたい”、“茂原をよくし

たい”、“そのために役に立つことがあれば”という思いは共通していた

と思います。総合計画、財政、行財政計画、市議会などに関する学習と、

協働と市民参加や自治基本条例などについて学びました。 

この市民塾の後、市が市内 10か所において『自治基本条例を考える

市民の会』の地域説明会を開催し、委員を公募しました。 

35名がこれに応じ、翌年 1 月 28日に市長から委嘱状を受け、第 1

回会議を開きました。 

第 1回会議では、自治基本条例はだれのための条例か、また本当に必

要なものなのかという議論から始まりました。このとき全国には 200

以上の事例がありましたが、ゼロからの出発でした。 

論点整理や会の進め方を検討して、まず、まちづくり分科会として「子

育て・教育」、「福祉」、「環境･都市計画」の 3 分科会に分かれ、現状の

課題や問題を知り、どのようにまちづくりにつなげていったらよいか、

協議を行いました。 

これらを踏まえつつ、次は、条例づくり分科会として「議会」、「行政」、

「地域自治・市民」に分かれ、それぞれ必要とする条例の内容を協議し

ました。2013 年 3 月には、市民を対象にしたフォーラムも実施しま

した。それらをもとに運営委員会や全体会で協議・検討し、提言書とし

てまとめました。 

また、アドバイザー関谷昇千葉大学准教授からは、全体会やフォーラ

ムで有意義な示唆をいただきました。 

市民の会は、概ね月 2 回、午後 6 時から 9 時頃までの会議でした。

9月末で 37回を数えます。このほかにフォーラムや広報委員会や運営

委員会もありました。 

仕事を終えて急いで駆けつけてくれた若者や子育て世代の方、いくつ

もの活動で多忙な方、仕事の合間をぬって参加されている方もいました。

白熱した議論、共感や異論、さまざまな議論を積み重ねてこの提言書が

完成しました。 



4 

 

条例づくりの段階では、分科会での議論、全体のまとめと言葉や文章

の検討にも時間がかかり、予定の 1年では完成に至らず、半年の延長と

なりました。 

ここまで続けてくることができたのは、自分たちの住む茂原がよりよ

いまちになってほしいという願いからであったと思います。 

活動を通して私たちはたくさんのことを学びました。自治とは何？福

祉とは?自治基本条例っていったい何？というところから自主学習も重

ねました。さまざまな議論や学習を経て一定の合意をもとにまとめるこ

とができたのです。時間はかかっても話し合って決めることの大切さ、

その前提として情報の公開と市民参加の機会の保障が不可欠であるこ

とを体験しました。 

また、広報の取材で、地域の交流活動で活躍されている方々や子ども

たちに元気な茂原を体験させたいとイベントを企画実践している若者

たち、NPO を立ち上げ地域の福祉やまちの活性化に活躍している方々

に出会うこともできました。 

市民の会が実施した子育て中の保護者を対象にしたアンケート調査

では、多数の方に協力をしていただきました。 

市内にはさまざまな活動や地域の独自の文化や習慣があります。 

各地域の歴史・文化・自然、人、法人、企業、活動団体等々の“茂原

の社会資源”を眠らせていてはもったいないです。 

きっかけさえあれば、まちづくりに参加していただける市民の方々は

多いと思います。 

大都市の一部では再開発と繁栄が進む一方で、多くの地方都市が少子

高齢化、人口減少、財政難、経済の低迷によるシャッター街などに悩ん

でいます。茂原市も例外ではありません。むしろ深刻な状況にあります。 

茂原市の財政は、高度経済成長期における負債の中で、特に土地開発

公社の債務負担行為により危機的に厳しく、行財政改革によって立て直

しが図られているところです。そのうえに、少子高齢化、人口減少は進

行が速く、税収減と社会保障費・医療費の増大につながり、これから益々

苦しくなっていきます。 

また、国は地方の行財政の自由度を高めていますから、この点からも

厳しさに拍車がかかるかもしれません。地方自治体の行財政の自立が求

められているのです。 

茂原市を振り返ったとき、私たちの住む茂原は未来を担う子どもを育

む場になっているでしょうか。子育てしやすいまちでしょうか。働きた

い人の雇用が確保されているでしょうか。高齢者が長生きしてよかった
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といえるまちでしょうか。障がいを持つ人が安心して暮らせるまちでし

ょうか。文化やスポーツまた自然など、余暇が楽しめるまちでしょうか。

安全・安心のまちでしょうか。 

経済成長の時代には公共施設、医療機関、道路や下水道などの整備や

行政サービスの充実が図れたでしょうが、低迷期の今はそれが望めませ

ん。だからといって、私たち市民はこれ以上の税金を払うことができま

せん。この厳しい現状を切り抜け、私たちの茂原にしていくためにはど

うすればよいのでしょうか。 

まず市民一人ひとりの幸福を基本に据え、市民が個々にあるいは集団

として出来ること、なすべきこと、行政が出来ること出来ないことや市

議会の役割を改めて見直してみましょう。 

そして、単独でできないことは、互いに力を合わせていきましょう。

行動にあたり、市民の権利と役割、行政･議会の役割と責務を確認し、

三者が協働してまちづくりをしていくためのルールを決めておきまし

ょう。それが自治基本条例です。 

自治基本条例という名称は固く、なじみにくいということもあり、私

たちは「茂原市まちづくり条例」と提言することにしました。茂原市ま

ちづくり条例が成立することによって、眠っている茂原の社会資源が活

用できる制度や仕組みが整備されることや、また災害時や高齢者福祉な

どで、それぞれの活動団体が相互に連携して、ことにあたれるような制

度や仕組みも期待されます。市民の力が地域のまちづくりに生かされ、

茂原市のまちづくりが充実していくことを望んでいます。 

こうして私たちが市民の会の委員としてまさに行政への市民参加が

できたのは市長の呼びかけがあったからこそのことで、画期的であり、

素晴らしかったと思っています。これからこうした企画こそ望まれると

ころで、その環境を整えるものが茂原市まちづくり条例であると改めて

確認した次第です。 

今回の市民の会の運営に当たっては、事務局として企画政策課の職員

の方々を中心に、他所属の職員の方々の多大な尽力があってのことと感

謝しています。ありがとうございました。 

茂原市自治基本条例を考える市民の会 

代表 北田 豊  

河野 眞英 
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2. まちづくり条例についての基本的な考え方 

I. 茂原市まちづくり条例の体系図 

 

附則

第5章　協働

行政手続

第16条

第17条

第37条

協働によるまちづくり

国等との連携

監査

第15条

第33条

第35条

第36条

地域におけるまちづくり

行政評価

政策法務等

子どもの参加の機会の保障

市政の自浄

意見等の公募

行政組織の整備

男女共同参画によるまちづくり

市民の役割

第31条

第32条

総合計画等

財政運営

説明責任・応答責任 執行機関・公営企業管理者の役割・責務

第3章　市民参加のまちづくり 災害対策

市民の権利 職員の役割と責務第8条

第27条

議事の公開

市政に関する情報の共有 第7章　行政運営の基本原則

個人情報の保護 市長の役割と責務

第24条

条例の位置付け 議会に対する市民の権利

定義 市民の議会参加

まちづくりの基本原則 議会情報の公開

前文 第6章　ひらかれた議会

第1章　総則 議会の役割と責務

目的 議員の責務第1条

第19条

第12条

第13条

第14条

第2条

第3条

第4条

第5条

第6条

第7条

第2章　情報の共有

第28条

第29条

第30条

第9条

第10条

第11条

参加の機会の保障

第20条

第21条

第22条

第23条

第25条

第26条

第34条

条例の見直し

第38条 委員会の設置

第8章　実効性の確保

第18条

第4章　市民自治の仕組み

まちづくりと地域コミュニティ

地域コミュニティの支援・育成

住民投票
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II. 名称 

【提言】 

この条例の名称は、「茂原市まちづくり条例」とします。 

【提言の理由】 

「自治基本条例を考える市民の会」では、文字どおり「自治基本条例を考

える」ところから検討をスタートしました。 

しかしながら、「自治基本条例」という言葉はなじみが薄く、市民への浸透

を図るためには、なじみやすい言葉の方がいいのではないかという意見があ

りました。 

提案した名称以外にも、以下のような案がありました。 

・「茂原市自治基本条例」 

・「共生と共創のまちづくり条例」 

・「みんなでまちづくり条例」 

・「福祉のまちづくり条例」 

・「ひとにやさしいまちづくり条例」 

・「みんなでつくろう茂原まちづくり条例」 

・「市民参画と協働のまちづくり条例」 

・「茂原市まちづくり基本条例」 

・「茂原市みんなのまちづくり条例」 

III. 前文 

【提言】 

私たちの茂原市は、千葉県のほぼ中央部に位置し、一宮川などの水利と

温暖な気候に恵まれ、緑豊かな景観と農村文化を育んできました。 

近年は、農業に加えて、豊富な地下資源である天然ガスを利用した「煙

の出ない工業都市」として、九十九里地域最大の商業、工業、教育などの

中心として発展してきました。 

昭和 27年、1 町 6村が合併して茂原市が誕生し、昭和 47年には本納

町と合併して、現在の茂原市の姿になりました。 

私たちは、この歴史ある文化と自然を大切に保存しながら、人々のつな

がりを大切にし、自立した地域社会を築き、「開かれた、誰もが自由にまち

づくりに参加できるまち茂原」を目指しています。 

戦後からいわゆる「高度経済成長期」までの時代は、日本全体が所得倍

増、経済成長を目指しており、茂原市も例外ではなく、都市インフラの整

備で土地購入など積極的に投資してきました。 
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バブル経済崩壊後、世の中の状況が変わったにもかかわらず、その変化

に対応できなかったため、平成 13 年度の茂原市の借金は 958 億円（平

成 13年度一般会計予算は 266億円）と大きく膨らんでしまいました。 

そして、特に、土地開発公社などの債務負担が約 170 億円と巨額であ

り、行財政運営の硬直化と議会のチェック機能不全が最大の原因と思われ

ますが、現在もまちの財政負担となって行政サービスの低下を招いていま

す。 

市民についても、行政から茂原市の財政悪化について分かりやすく説明

が行われなかったこともあり、危機的状況について気が付かなかったため、

まちのことにあまり関心を持ちませんでした。 

小中学校の耐震化は遅れている、子ども医療費助成が県内最低レベル、

可燃ゴミ袋の値段が県内最高水準など、様々な面で市民生活を圧迫し、し

ばらくして市民がその原因に気が付いたときには、市の財政は破綻寸前状

態になっていました。 

現在、市では｢財政健全化計画｣を推進しています。5 年・10 年後に住

んでよかったと思えるように、市民・行政・議会が協働でまちづくりに参

加することが最も重要になってきています。 

当然のことながら、茂原市は色々な価値観を持った人々が暮らしていま

す。複雑な社会の中で、地方分権、少子高齢化、人口減少など、変わりゆ

く時代を生きていくためには、市民一人ひとりが自ら考え、意見表明し、

参加し、決定する「市民自治」がまちづくりの原点であり、必要です。 

私たちは、茂原市市民憲章の基本理念および市民自治の精神のもと、自

分たちのまちの課題を、市民・議会・市や団体・企業等のまちづくりの担

い手が、情報を共有し、自由に参加し、まちづくりの課題について話し合

い、共通の目的を持って協働しながら、その課題に対する新しい取り組み

や工夫などについて議論し、実行することが必要です。 

このためには、それぞれが持っている情報を共有するための仕組みや参

加の方法、協働の考え方などを、仕組みとして条例で定めておく必要があ

ります。 

この条例により、市民、市および議会との関係が限りなく水平となり、

信頼と緊張感のある市民参加のまちづくりが可能になります。 

そして、この条例が「茂原市まちづくり条例」であり、茂原市の市民自

治によるまちづくりの基本であることを、ここに宣言いたします。 
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【提言の理由】 

 茂原市のこれまでの経緯と現在置かれている状況を踏まえ、今後どのよ

うなまちづくりをしていかなくてはならないか、なぜこの条例を制定し

なくてはならないか、その基本的な理念とは何かを織り交ぜた前文を置

く必要があります。 

 これまでは、行政の公平性、全体の幸福追求から、ハードウェア中心の

インフラ整備等のまちづくりが行われてきました。その結果として、土

地開発公社の債務負担など、大きな後年度負担が残ったのも事実です。 

 今後は、人口が減少し、少子高齢化が進行し、ますます財政が厳しくな

ります。行政も人員が減少し、アイディアも乏しく、ますます市民参加

が必要となります。市民一人ひとりの発想を活かすため、意見表明、参

加・決定の場が必要です。 

 市民、市および議会がそれぞれの役割と責務のもと、まちづくりに取り

組むことを「水平で信頼と緊張感ある」と表現しました。 

IV. 第 1章 総則 

1. 目的 

【提言】 

第 1条 この条例は、茂原市のまちづくりに関する基本的な事項を定める

とともに、市民の権利と役割、市及び議会の役割と責務を明らかにし、自

治の仕組みを制度として定めることにより、茂原市独自の自治の推進及び

確立を目指すことを目的とします。 

【提言の理由】 

 この条例は、まちづくりに関する基本的な事項を定めるものであり、議

会、行政、市民などのまちづくりの担い手が共有する基本的なルールで

す。 

 市民の権利と役割を「条例」という形で明らかにすること、自治の仕組

みを制度として定めることに大きな意義があります。 

 国でも地方分権を推進しており、各地方自治体でも独自の取り組みを行

っています。「独自の自治」とは、茂原市の状況を踏まえ、茂原市民のニ

ーズや意見に基づいた独自の市政が求められているという意味で用いま

した。 
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2. 条例の位置付け 

【提言】 

第 2条 この条例は、茂原市の自治の基本を定めるものであり、市及び議

会は、他の条例、規則などの制定改廃にあたっては、この条例に定める事

項との整合性を図ります。 

【提言の理由】 

 この条例は自治の基本を定めるものですが、最高規範性、他の条例との

法的優位性をうたうことは、現行の法制度では難しい点があります。 

 他の条例・規則などの制定改廃にあたって、この条例との整合性を図る

ことにより、この条例が持つ「まちづくりの基本的な事項を定めるもの」

という位置づけを実質的に担保する必要があります。 

 「自治の基本」とは市民自治のことで、基礎自治体の自治のことでもあ

ります。 

3. 定義 

【提言】 

第 3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に

定めるところによります。 

①市民   市内に居住し、通勤し、または通学する個人及び市内におい

     て事業または活動を行う個人または法人その他の団体を言 

     います。 

②市    市長その他の執行機関（教育委員会、選挙管理委員会、農業

     委員会、固定資産評価審査委員会、監査委員）及びこれに属

     する職員を言います。 

③市民自治  自らの地域をよくするために、自分たちで考え、決定に関与

     し、行動していくことを言います。 

④まちづくり 誰もが住み続けたいと思う、魅力あふれる豊かな茂原市にし

     ていくための、あらゆる活動及び事業を言います。 

⑤協働   市民、市及び議会が、それぞれの役割及び責務のもと、お互

     いの自主性及び自立性を尊重し、十分な協議と理解のうえ、

     目的を共有し、対等な立場で提携し、協力して活動すること

     を言います。 

⑥参加   市民が、まちづくりにおいて、市及び議会の計画立案段階か

     らその実施あるいはその評価について積極的に意見を述べ、

     行動に加わることを言います。 
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【提言の理由】 

 市内に通学している学生や市内の企業に勤めている人も、行事に参加す

るなどまちづくりの担い手としてすでに重要な役割を担っており、協力

をいただく必要があることから、「市民」の定義に含めることとしました。 

 「住民」は法律上の定義があるため、その定義のとおりとし、改めての

定義はしません。 

 「市」の定義について、市長部局以外の機関（教育委員会や選挙管理委

員会など）は、市長から独立しているという意味で併記しました。また、

職員の位置付けについて、市民がまちづくりを進める上では、職員の対

応が必須であることから、あえて「市」の定義に含めて書きました。 

4. まちづくりの基本原則 

【提言】 

第4条 市民自治によるまちづくりを推進するための基本原則を次のとお

り定めます。 

（１）情報共有の原則 

（２）市民参加の原則 

（３）協働の原則 

【提言の理由】 

 まず「情報共有」があって初めて「市民参加」があり、その先に「協働」

となるのではないかとの思いから、①情報共有、②市民参加、③協働の

順に並べました。 

V. 第 2章 情報の共有 

1. 市政に関する情報の共有 

【提言】 

第 5条 市議会及び市は、市政への市民の参加が促進されるよう、計画立

案段階から市政に関する情報を分かりやすく、公正に提供することにより、

市民と情報を共有します。 

２ 市民自治によるまちづくりを進めるために、市民の持っている有効な

情報を提供し、市民・市議会・市で適正に共有します。 

３ 市議会及び市は、市政について市民に説明する責務を全うするため、

求めに応じ、保有する情報を適正に公開します 

４ 市議会及び市は、審議会その他の附属機関及びこれに類するものの会

議を公開します。ただし、非公開とする合理的な理由があるときは、この
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限りではありません。 

【提言の理由】 

 情報公開・情報共有は、市民自治によるまちづくりを進める上での大前

提です。 

 市からの情報には、「情報公開」と「情報提供」の二面性があります。前

者は、市政に対する理解と信頼を深めるため、求めに応じて情報を公開

するものであるのに対し、後者は積極的に情報を提供していくことによ

り、まちづくりへの関心を高め、市民参画・市民協働を促すものである

という違いがあります。 

 協働してまちづくりをしていく上で、市民の側が持っている、まちづく

りに必要な情報を提供することも求められます。 

 非公開とする場合には、情報公開条例において合理的理由の列挙があり、

これに該当する場合のみが非公開とされます。この決定に不服がある場

合には、不服審査を申し立てることができます。 

2. 個人情報の保護 

【提言】 

第 6条 市は、保有する個人情報について適正に管理するものとし、その

利用及び提供等にあたっては、適切な保護措置を講ずるものとします。 

【提言の理由】 

 すでに個人情報保護条例が制定されていますが、まちづくり条例におい

て改めて個人情報の保護の重要性を確認するものです。 

 個人情報保護法と茂原市個人情報保護条例は縦列ではなく並列の関係に

あり、対象が異なるので、まちづくり条例で個人情報の保護を規定し、

その詳細を個人情報保護条例に委ねることは、現行の法体系に異を唱え

ることにはなりません。 

3. 説明責任・応答責任 

【提言】 

第 7条 市は、市政の計画立案、実施および評価の各段階において、適切

な方法により市民に分かりやすく説明するものとします。 

２ 市は、市民から意見、提案、要望等（以下「意見等」といいます）が

積極的に提出されるよう、様々な工夫をする必要があります。また、その

意見等には、適切に応答するものとします。 

３ 市長は、行政運営に関し要望等があったときは、速やかに状況を確認

し、必要に応じて業務の改善その他の適切な措置を講じるとともに、要望
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等の内容を取りまとめ、公表するものとします。 

【提言の理由】 

 市民自治によるまちづくりを進める上では、計画立案段階から市民の意

見を反映させる機会を設ける必要があります。 

 適切な方法による説明とは、住民説明会や公聴会等を開催し、意見交換

の場や機会を設けることを言います。 

 行政側からの説明責任体制が構築されない限り、市民との信頼関係は築

けません。各種事業の市民への説明は、市民協働を進める上で、さらに

充実させる必要があります。 

VI. 第 3章 市民参加のまちづくり 

1. 市民の権利 

【提言】 

第 8条 市民は、まちづくりの主体として、まちづくりに参加する権利を

有しています。 

２ 市民は、市及び議会が保有する市政に関する情報について、知る権利

を有しています。 

３ 市民によるまちづくりの活動は、自主性と自立性を尊重するものとし

ます。 

【提言の理由】 

 従来のまちづくりは、行政が主体となり、市民はサービスを受けるだけ

の存在として位置づけられることが少なくありませんでした。しかし、

まちは市民が自ら主体となってつくるものであり、この条例で改めて市

民にはまちづくりに参加する権利と役割（責務）があることを明確にし

ました。 

 計画立案段階からの市民参加を求めるのであれば、情報がなければ参加

できません。 

 できるだけ市民には情報を共有し、その上で市民参加が成り立つものと

考えます。 

2. 市民の役割 

【提言】 

第 9条 市民は、まちづくりの主体であることを自覚し、積極的にまちづ

くりに参加するよう努めます。ただし、その参加を強制されることがあっ

てはなりません。また、参加しなかったことに対して不利益を被りません。 
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２ 市民は、参加にあたっては、自らの発言と行動に責任を持つように努

めます。 

【提言の理由】 

 市民参加を権利の面から捉えます。したがって、その参加を強制される

ことはなく、参加しなかったからといって不利益を被ることはありませ

ん。 

3. 参加の機会の保障 

【提言】 

第 10 条 市は、まちづくりの計画・実施・評価の各段階において、市民

が提言や意見を出しやすく、参加しやすい多様な機会を提供します。 

２ 市は、市民の意見や提言を求め、多角的かつ総合的に検討した上で、

これを市政の運営に反映するよう努めるものとします。 

【提言の理由】 

 活動団体や行政が参加する場を用意しても、参加する市民が少ないのが

現状です。市民に伝える仕組みや手法の改善が望まれます。 

 市民参加を推進するために、ホームページやモニター制度、市民塾等の

仕組みや手法を積極的に取り入れることが必要です。 

4. 男女共同参画によるまちづくり 

【提言】 

第 11条 市民自治によるまちづくりへの参加は、男女がお互いを尊重し、

共同で参加するものとします。 

【提言の理由】 

 男女共同参画社会づくりは、わが国の 21 世紀の最重要課題の一つとさ

れており、行政だけでも市民だけでも進めることができないものです。

まちづくりを男女共同参画の考え方のもとで進めることが重要です。 

5. 子どもの参加の機会の保障 

【提言】 

第 12 条 市民及び市は、子どものころから自らのまちに愛着と誇りを持

つよう、子どもがまちづくりに参加しやすい機会を設けるよう努めなけれ

ばなりません。 

【提言の理由】 

 次世代を担う子どもたちが、まちづくりに関心を持ち、責任を持って活

動するようになることが望まれます。 
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 小中学生の模擬議会や市長との座談会など、まちづくりに興味を持つよ

うな仕組みが必要です。 

6. 意見等の公募 

【提言】 

第 13 条 市は、まちづくりに関する重要な計画の策定や政策等の実施お

よび変更等を実施しようとするときは、その検討過程において、適切な方

法により市民の意見等を公募するとともに、その意見を尊重します。 

２ 市長は、意見公募等の仕組みを充実し、公募の結果を市民に分かりや

すく公表します。 

【提言の理由】 

 これまでのまちづくりは、行政内部でさまざまな判断材料の中から、最

善とされる策を選んで計画を立案し、予算付けして、実施されてきまし

た。しかしながら、これからのまちづくりにおいては、計画の立案段階

から市民のさまざまな意見を取り入れ、調整しながら、よりよいまちづ

くりを行う必要があります。そのためには、検討段階で意見を公募する

「パブリック・コメント」のほか、説明会や公聴会など、さまざまな方

法によって、市民の意見を公募する必要があります。 

 市政の方向を定めようとするときには、特に広く市民の意見を反映させ

る手立てが必要です。 

 パブリック・コメント手続の意義は、「一定の政策の決定に対して、市民

参加を行政に義務付けること」、「意思形成過程の情報として、情報公開

の非対象とされてきた条例や計画などの重要な政策の案について、請求

されるまでもなく公表されること」、「従来の縦覧制度等と異なり、提出

された意見に対する行政機関の考え方や意見を参考に、案を修正した内

容などを広く公表すること」などが必須となることにあります。ただし、

現在の制度ではパブリック･コメントを募集する期間が短く、資料が膨大

なため、市民が検討する時間を十分に保障する必要があります。 

VII. 第 4章 市民自治の仕組み 

1. まちづくりと地域コミュニティ 

【提言】 

第 14条 市民は、自治会、NPO、ボランティア団体等の多様な集団（以

下「地域コミュニティ」という。）が、市民自治によるまちづくりの担い手

であることを認識し、積極的にその活動に参加することにより、これを守
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り育てるように努めるものとします。 

２ 地域コミュニティは、それぞれの特性を生かしつつ、連携し、協力し、

市民自治によるまちづくりの推進に努めるものとします。 

【提言の理由】 

 自治会、NPO、ボランティア団体等が市内で活動していますが、その量、

質、種類が十分であるとは言えません。また、その役割が市民に十分認

識されていないのが実情です。 

 地域の実態に即した個性的な地域コミュニティの育成が共通認識される

ことが求められます。 

 自治会、NPO やボランティア団体などのグループ同士が連携することが

期待されており、連携をコーディネートする組織が必要です。 

2. 地域コミュニティの育成・支援 

【提言】 

第 15 条 市は、市民自治によるまちづくりを推進するため、地域コミュ

ニティの主体性を尊重しつつ、その自主性及び自立性を損なわない範囲で、

積極的に地域コミュニティの活動を支援するよう努めるものとします。 

２ 市は、市民や地域コミュニティに対して、市民自治によるまちづくり

を進めるための学習及び相互交流などによる人材育成の機会を提供しま

す。また、多様な市民が参加できる環境整備に努めるものとします。 

【提言の理由】 

 市は、市民や地域コミュニティの活動に対して、活発に活動できるよう

に、環境整備（活動場所の提供、広報支援）や活動経費の援助等の支援

を行うことが必要です。 

 人材育成のための研修を実施することで、意欲のある人を発掘し、活動

するための能力を向上させることができます。また、参加者同士でコミ

ュニケーションがとれ、それぞれが所属する団体の活動内容を理解する

ことができます。 

3. 地域におけるまちづくり 

【提言】 

第 16 条 地域におけるまちづくりは、地域のことは地域内の住民が自ら

考え、実行できるようにするため、地域単位で「地域まちづくり協議会」

を設置し、まちづくりを進めます。 

２ 地域まちづくり協議会の構成員は、その地域に居住する個人またはそ

の地域で活動する自治会、地区社協、長寿クラブ、NPO、ボランティア団
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体、民生委員・児童委員などの団体とします。 

３ 市は、地域まちづくり協議会の設立と運営にあたって、適切に役割を

分担し、地区担当の職員を配置するなどの支援を行います。 

【提言の理由】 

 各地域の特色を生かしたまちづくりを進めるためには、全市一律ではな

く、地域ごとに課題を自ら設定でき、解決することができる仕組みが必

要です。 

 地区単位は、小学校区程度とするが、決定については改めて協議するも

のとします。 

 地域まちづくり協議会は、運営ルールを明確にし、民主的な運営を行い、

そして特に役員は民主的に選出しなければなりません。 

 市は、地域まちづくり協議会の自主性及び自立性が十分に発揮されるよ

う、配慮しなければなりません。 

4. 住民投票 

【提言】 

第 17 条 市長は市政に関する重要事項について、住民の意思を確認する

ため、住民投票を実施するものとします。 

２ 市長及び議会は、住民投票が実施された場合は、その結果を尊重する

ものとします。 

３ 住民投票に付すべき事項、投票手続き、投票資格、成立要件その他住

民投票に関し必要な事項は別途条例で定めるものとします。 

【提言の理由】 

 住民投票は、議会による間接民主主義を補完し、また住民の総意を把握

するために有効です。 

 市長が市政の重要事項について住民全体の意見を聴くことは大切なこと

であり、住民はその意思を表す機会でもあります。 

 重要事項とは、下記の様な事項を指します。 

  (1)財政基盤を揺るがすような事項。 

   (2)市民全体の生活に重大な影響を及ぼすような事項。 

   (3)住民の意見が二分されるような事項。 

 住民投票の結果を市長や議会が否定する場合も考えられます。住民投票

の結果と市長や議会の判断（執行権、議決権）のどちらが優先されるか

は議論の分かれるところですが、「住民の意思」という地方自治の本旨か

らすれば、住民投票の結果は最大限尊重されるべきです。 

 住民投票の投票権を有する者の資格（年齢、国籍等）をどう定義するか、
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住民投票の成立、不成立をどう定義するか、重要事項とは何か、当事者

の意見表明権等の制度の詳細については、市民の議論を経て、その都度

条例で定める必要があります。 

 このほか、議会発議による住民投票や住民の直接請求による住民投票は、

現行の法制度で実施されます。 

 「第 6 章 ひらかれた議会」の項目が実現すれば、住民投票の制度その

ものが不要になるのではないかという意見もありました。 

VIII. 第 5章 協働 

1. 協働によるまちづくり 

【提言】 

第 18 条 市民、市及び市議会は、地域内の様々な公共的課題を解決して

いくため、それぞれの役割を認識し、互いを対等なものとして尊重しなが

ら、協力してまちづくりに取り組むものとします。 

２ 市は、市民活動団体や企業など多様な主体との協働についてのガイド

ラインを策定するなど、協働によるまちづくりを効果的に推進するための

制度の整備を行います。 

【提言の理由】 

 厳しい社会情勢や市民ニーズの多様化などを背景に、これまでの行政主

導によるまちづくりでは、地域の特性を生かした個性豊かなまちづくり

を進めていくことが難しくなっています。そこで、そこに暮らす人々が

本当に望むまちをつくっていくためには、市民参加によるまちづくりが

どうしても必要になっています。 

 行政の役割は、新たな公共サービスの担い手として、自治会や NPO など

の市民活動団体と協力して、ともに地域の課題を解決していく仕組みを

つくることにあります。 

IX. 第 6章 ひらかれた議会 

1. 議会の役割と責務 

【提言】 

第 19 条 議会は、住民の直接選挙によって選ばれた議員により構成され

る市の合議による意思決定機関であることから、市民の意思が市政に適切

に反映されるように努めるものとします。 

２ 議会は、市政の適正な執行を確保するため、行政の監視、評価機能及

び政策立案機能を果たすものとします。 
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３ 議会は、市民の議会への関心が高まるようにするために、積極的に啓

発活動、広報活動に取り組むものとします。 

【提言の理由】 

 議員は、住民の意思を反映させるために、「住民の直接選挙で選ばれた者」

（憲法第９３条第２項）であり、市町村は、市民生活の向上を図ること

を基本として、「地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を

担う」団体で（地方自治法（以下「法」と表記）第１条の２）、その実施

する内容は、市民の意思が反映された内容でなければなりません。 

 議会はこの団体の議決機関（法第 96 条）で、事務に関する書類及び計

算書を検閲し、報告を請求し、当該事務の管理、議決の執行及び出納を

検査することができ（法第 98 条）、調査のための強い権限（法第 100

条）を与えられています。 

 このことから、議会は市の合議による意思決定機関であり、重要事項を

決定する権限とともに、執行機関の監視及び牽制評価する権限を持って

おり、この機能を果たす必要があります。 

 各種選挙の投票率を見たときに、20代から 40代の働き盛りの若年層の

投票率が特に低いことが見て取れ、この年代層に対する議会による啓発、

広報活動が求められます。 

 例えば、小、中学校の児童生徒に議会の役割等の重要性を説明する児童

向けの文書を配布するなどを通じて保護者へのアプローチを行ったり、

小、中学校のＰＴＡ等の会合の席で市議会報告を行う等の工夫をして、

長い目で取り組んでいくことが重要です。 

2. 議員の責務 

【提言】 

第 20 条 議員は、議員相互の自由な討議を活発に行い、個別的な事案の

解決だけでなく、市民全体の生活向上を目指して、まちづくりのための調

査研究を強化し、活動するものとします。 

２ 議員は、活動報告会等や市民との意見交換の場をつくり、意思の把握

に努めるとともに、常に自己の見識を高めるために努力し、市民の意見を

実現するため議案を提出するなど誠実に職務を遂行し、市民の代表者とし

てふさわしい活動をするものとします。 

【提言の理由】 

 議員は、市民の意思を反映させるために、住民の直接選挙で選ばれた者

（憲法第 93 条第 2 項）で、選挙で選ばれた代表者として、市民に対し

てその活動を報告し、または説明・対話を行い、市民の意思を把握して
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活動する責務があります。 

 市民からの要望や選挙公約は、実現させたことだけでなく実現できなか

った事項は何故できなかったかを含めて報告をすべきです。 

 また、議員は、議会の議決すべき事件について、議案の提出権（法第 112

条）を有しており、市政の課題解決や市民要望の実現のために、調査研

究し自己の知識を深め、政策立案能力を高めることが求められています。 

3. 議会に対する市民の権利 

【提言】 

第 21条 市民は議会の審議や議員の活動状況に関心を持ち、議会の傍聴、

議会報告会や公聴会などに積極的に参加し、議会や議員が市民の意思を反

映した活動を行っているかの監視を行います。 

【提言の理由】 

 市民の市議会に対する関心度等の調査資料はありませんが、他市の議会

に関するアンケートによれば、「議会に対する関心度」は、「関心がある」

と「少し関心がある」を合わせると 54～96％、｢関心がない｣は 4～43％、

「その他」18％です。 

 茂原市における平成25年4月議会議員選挙の投票率の49.35％や議会

の傍聴者数に表れているように、住民の議会に対する関心はあるものの、

行動として表れていないことから、市民による議会や議員の活動を監視

するという機能が十分果たされている状況にはありません。 

 市民が議会や議員の活動状況を知ることは重要であり、本会議・委員会

の傍聴、議会報告会や公聴会などに積極的に参加することが必要です。 

4. 市民の議会参加 

【提言】 

第 22 条 議会は、予算や議決案件を審議する際は、内容を深め充実させ

るとともに市民の意見を反映させるために、一般公募市民、利害関係者や

学識経験者又は専門家の意見を聴取する機会として、議会主催の公開によ

る公聴会等を開催するものとします。但し、審議会等での審議を経て答申

された案件は除くものとします。 

２ 議会は、審議し議決した内容や審議経過等を、自ら市民に報告・説明

する機会として、議会報告会を開催するものとします。 

３ 議会は、市民等が提出する請願及び陳情等を審議する際は、本会議若

しくは委員会において、提案者等が提案理由及び主旨を述べる機会を設け

るものとし、その際に議員は、提案者に質問し、提案者はその質問に答え
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るものとします。 

４ 議会は、請願及び陳情を審議し不採択としたときは、提案者に対しそ

の理由を付して通知するものとします。 

【提言の理由】 

 議会が予算案や条例案を審議する際に、議会主催の公聴会を開催するこ

とは、市民、利害関係者や専門家等からの意見を聴き、実情を把握し、

市民の意見を反映させるとともに、議会内の議論を活発にし、内容を深

め充実させて、市民の議会に対する関心を高め、市民参加の促進になり

ます。審議会等での審議済案件については、すでに市民等の代表が参加

し議論がなされていることから除くことにします。 

 議会が審議し決定した内容や審議経過等を市民に自ら報告・説明するこ

とも、議会に対する関心を高め、市民参加の促進になります。 

 請願権は憲法第 16 条に定められた国民の権利であり、議会に対する請

願（法第 124条）及び陳情（会議規則第 138条）について、提案者自

らが提案理由及び主旨を直接説明し質問に答えることは、提案主旨の背

景を含めて正確に説明でき、内容を理解し、議論や問題点を深めること

につながり、市民の市政に対する関心も高まり、市民参加の推進につな

がると考えられます。 

 不採択とした請願及び陳情は、賛成者が少数であったというだけでなく、

議会がどのように審議したのかや、採択できない理由を付して通知する

ことにより、より開かれた議会運営が期待できます。 

5. 議会情報の公開 

【提言】 

第 23 条 議会は、情報提供の実効性を高め、議会の説明責任を果たすた

め、議会閉会後３０日以内に議事録を公表し、速やかに議会だよりを発行

します。 

２ 議会は、各議員の本会議や委員会等における全ての質疑内容や議案に

対する賛否を公表します。 

【提言の理由】 

 本会議や委員会の会議や議事を公開し、自らの決定内容や審議状況を広

報するなど、積極的に情報の公開を行い、より市民に開かれた議会運営

が必要です。 

 そのためには、議事録はできるだけ早く公表することが求められ、議会

閉会後 30日あれば議事録の調製は可能であると思われます。 

 また、議員の全ての質疑内容や議案に対する賛否を公表することによっ
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て、議会への関心が高まり、市民が議員の活動状況を知り、活動の評価

をすることができ、議会がより市民に近い存在となります。 

 「委員会等」は、部会や協議会などの公の会議も含めます。 

6. 議事の公開 

【提言】 

第 24 条 議会は、本会議、委員会等の会議を公開し、審議経過、議決の

内容、政策の争点や政策効果等の情報を積極的に公表し、開かれた議会運

営を行います。 

２ 議会は、傍聴しやすいような日、時間の設定や新しいメディアの利用

等、開かれた議会運営を行います。 

【提言の理由】 

 法第 115条では「議会の会議はこれを公開する。（原則公開）」と規定し

ており、これは市民の多様な意思が予定どおり議会に反映されているか

どうかを知らせ、公正な議会運営の状況を市民が監視することを目的と

して規定されたものです。 

 その具体的内容は、「傍聴の自由」、「議事録の公開」と「報道の自由」で、

議会は市民に対する責任を果たす必要があります。インターネット中継

等のメディアの利用、土曜日、日曜日等や平日夜間の議会開催など、多

様な検討を行う必要があります。 

X. 第 7章 行政運営の基本原則 

1. 市長の役割と責務 

【提言】 

第 25 条 市長は、市民の目線に立ち、住みよいまちの実現のため、市民

との協働の推進、健全な財政運営に努めるとともに、効果的・効率的で質

の高い市政を執行する責務を有します。 

２ 市長は、議会に政策研究および審議に必要な次に掲げる情報を適切に

提供するとともに、緊密で緊張感ある関係を保ち、市政運営を行うものと

します。 

（１）政策を必要とする背景 

（２）提案に至るまでの経緯 

（３）他の自治体で類似する政策との比較検討 

（４）市民参加の実施の有無及びその内容 

（５）総合計画との整合性 
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（６）財源措置 

（７）将来にわたる効果及び費用 

３ 市長は、社会経済情勢および市民ニーズの変化に迅速かつ的確に対応

することができるよう、適切な定員管理と能力および適性に応じた職員の

採用、登用および配置に努めるものとします。また、職員の総合的かつ専

門的な政策形成能力と市民等との協働によるまちづくりに必要な資質の向

上のため、職員研修の機会を設けるなど、その育成に努めます。 

【提言の理由】 

 市長は行政組織を代表、統括し、また、事務を管理・執行する者であり、

本条例の趣旨を理解し、先頭に立って実行するものでなければなりませ

ん。 

 また、市長は市の将来のビジョンを示し、夢を語るべきであるという意

見もありました。 

 議会が提出された案件を審議し判断する為には、現状や決定に至る経緯

等の行政が持っている情報（行政情報）の開示が必要です。 

 具体的には、争点情報（解決すべき課題を整理し、策定過程での争点や

議論の内容等）、基礎情報（地域特性を表わす統計資料や財務状況等）、

専門情報（個別課題解決のための技術情報）等です。 

 職員も市民も経験したことがない人口減少・超高齢化社会に突入する時

代においては、正解のないまちづくりの課題に果敢に立ち向かう大勢の

職員の育成が必要であり、この視点から専門職の育成の記述が必要であ

るという意見もありました。 

2. 執行機関・公営企業管理者の役割・責務 

【提言】 

第 26 条 市の執行機関および公営企業管理者は、この条例の趣旨を尊重

し、その権限に属する事務事業を自らの責任の下、公正かつ誠実に実行す

るとともに、市長と相互に連携し、効率的で効果的な組織運営を行い、市

民本位の市政の推進を担うものとします。 

【提言の理由】 

 本条例の運用にあたっては、市長所轄の執行機関だけでなく、他の執行

機関及び公営企業管理者も、その趣旨に沿った運営が求められます。 

3. 災害対策 

【提言】 

第 27 条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、総
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合的かつ機動的な活動を行うことができる体制等を整備するとともに、そ

の対応にあたっては、市民および防災関係機関と連携を図るものとします。 

【提言の理由】 

 未曾有の大災害となった東日本大震災以降、防災に対する市民の関心が

高まっています。市民に最も身近な自治体である市には、市民等と連携

を図った上で、防災対策を講じることが求められています。 

4. 職員の役割と責務 

【提言】 

第 28 条 職員は、まちづくりの主役が市民であることを理解し、市民と

ともにまちづくりを行う意欲を持って、常に従来の方法にとらわれず、さ

まざまな手法で誠実かつ効率的に職務にあたるものとします。 

２ 職員は、全体の奉仕者であることを自覚し、常に市民の立場に立って

質の高いサービスの提供を行うものとします。 

３ 職員は、自らの能力を向上させるため、自己研さんに努めるものとし

ます。 

【提言の理由】 

 社会経済情勢の変化や市民意識の変容に伴って、自治体職員に求められ

る役割が変容しており、職員の意識変革を喚起する必要があります。 

 職員は、自治会や NPO、ボランティア団体等が新たな公共サービスの担

い手であることを認識し、積極的に協働を進める必要があります。 

5. 市政の自浄 

【提言】 

第 29 条 市政の運営に関し違法又は不当な行為の事実があることを職員

が知ったときは、その事実を市長又は市長があらかじめ定めた者に通報す

るものとします。 

２ 市長は、職員が前項の行為を行ったことにより不利益を受けることが

ないよう、適切な措置を講じるものとします。 

【提言の理由】 

 すでに公益通報保護法及び公益通報の処理に関する要綱がありますが、

職員の違法・不正行為を未然に防ぐため、まちづくり条例に位置づけま

した。 

 職員が政策の実施を故意に阻むまたは中止するなどにより、事務事業が

中止し、市民に不利益が及ぶことを防ぐ措置を講じるべきという意見も

ありましたが、職員は職務命令に従って職務に従事しており、職務違反
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については地方公務員法等のルールで制限すればよいのではないかとの

結論に達しました。 

6. 行政組織の整備 

【提言】 

第 30 条 市は、市民ニーズに適切に対応した総合的な行政サービスを行

うため、組織の横断的な連携を図るなどの組織体制を整備し、効率的な組

織運営を行うものとします。 

【提言の理由】 

 この提言の背景には、縦割り行政の弊害、ワンストップサービスの必要

性、組織の整備による経費の削減効果などがあります。 

 例えば DV や高齢者、外国人の問題などで、複雑に問題が絡み合ってい

る場合、担当課がバラバラで、困るケースがあります。関係課が互いに

連携することが必要です。 

7. 総合計画等 

【提言】 

第 31 条 市は、まちづくりを行うため、基本構想・基本計画・実施計画

から成る総合計画を策定し、その実現を図ります。その策定および実施に

あたっては、中長期的な視野に立ち、人口の推移や財政の見通しと整合性

を図るものとします。なお、基本構想は議会の議決を経るものとします。 

２ 市は、他の重要な計画の策定にあたっては、総合計画との整合性を図

るものとします。 

３ 市は、総合計画および他の重要な計画の策定に際しては、市民が参加

するために必要な措置を講じます。 

４ 市の政策は、法令の規定によるもの、緊急を要するもの又は著しい社

会情勢の変化によるものを除き、総合計画に根拠を有するものでなければ

なりません。 

５ 市長は、総合計画に基づく事業について、適切に進行管理を行い、そ

の状況を市民に公表します。 

【提言の理由】 

 地方分権改革の一環として、地方自治法の総合計画策定義務が削除され

ました。しかしながら、総合的かつ計画的なまちづくりのためには、総

合計画の策定が必要であり、この条例にその根拠を置くことが必要であ

ると考えます。市民参加による計画策定、適切な進行管理を明確に位置

づける必要があることは言うまでもありません。 
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 まちづくりの基本理念や体系ごとの施策を位置づけた総合計画が存在す

る一方で、市長が選挙で掲げるマニフェストがあります。両者の整合性

を図り、柔軟性のある運用を図る必要があります。 

8. 財政運営 

【提言】 

第 32 条 市長は、市政の運営が現在および将来の市民の負担の上に成り

立っていることに鑑み、最少の経費で最大の効果を挙げるよう、財政運営

を行うとともに、中長期的な視野に立ち、社会経済情勢や市民ニーズの変

化に適切かつ迅速に対応することができるよう、持続可能で健全な財政基

盤を確立するものとします。 

２ 市長は、予算の執行状況、財政状況の現状およびその予測について、

インターネット等を活用し、市民に分かりやすく速やかに公表するものと

します。 

【提言の理由】 

 財政状況の予測については、3 か年実施計画や基本計画の財政推計が行

われていますが、中長期的な財政見通しを明確にしないまま事業を行う

ことは、財政基盤を危うくする原因にもなります。 

 複式簿記でバランスシートや収支計算書を作成し、市民に分かりやすく

公表すべきという意見もありましたが、公会計制度改革の動向を見なが

ら、実務とのすり合わせが必要です。 

9. 監査 

【提言】 

第 33 条 監査委員は、財務に関する事務の執行および経営に係る事業の

管理を監査するほか、事務の執行について監査（行政監査）するものとし

ます。 

２ 監査委員は、監査方法の充実に努めるとともに、その結果を市民に分

かりやすく公表するよう努めなければなりません。 

【提言の理由】 

 現在行われている監査の位置付けは、「予算執行や契約などの財務に関す

る事務が適切に行われているか、財産が適正に管理されているかなど、

市民に代わりチェックする」とされていますが、法第 199 条第 2 項に

基づく行政監査も実施される必要があります。 

 監査結果はわかりやすく速やかに公表される必要があります。 
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10. 行政評価 

【提言】 

第 34 条 市は、効率的かつ効果的な行政運営を行うため、総合計画およ

び他の重要な計画に基づく政策等の成果および達成度についての行政評価

を実施し、その結果を市民に公表するとともに、政策等の改善に反映させ

なければなりません。 

２ 市長は、評価しようとする政策等の特性に応じて、市民および学識経

験者による評価の仕組みを整備しなければなりません。 

【提言の理由】 

 現在の行政評価は、市民に分かりにくく、その実効性が疑問視されます。 

 行政評価に外部評価の仕組みを取り入れる必要があると考えます。 

 すでに事務事業の改善のために評価結果を利用していますが、一次評価

は事業の担当者が作成するなど、ほとんどすべての職員が行政評価に関

わっていると考えられることから、事業の見直し、予算配分や人材育成

のための資料としても活用できるとよいという意見もありました。 

11. 政策法務 

【提言】 

第 35 条 市は、地方自治の本旨に基づいて法令を解釈し、これを適切に

運用するとともに、条例、規則その他の規定（以下「条例等」という。）を

適切に制定または改廃する手続きを行うものとします。 

２ 市長は、市の基本的な制度を定める条例、市民に義務を課し、権利を

制限する条例または市民生活もしくは事業活動に直接かつ重要な影響を与

える条例の制定または改廃に着手するときは、その趣旨を適切な方法で公

表するものとします。ただし、公表しないことについて合理的な理由があ

るときは、この限りではありません。 

【提言の理由】 

 地方分権一括法の施行により、通達行政が廃止され、地方自治体には解

決すべき問題に最も近いところで政策をつくること、その政策の実施方

法を法的な表現をして位置づけることが求められています。 

12. 行政手続 

【提言】 

第 36 条 市は、市民の権利利益を保護するため、処分、行政指導および

届出に関する手続について、透明かつ公正な行政手続を確保するとともに、
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根拠法令、条例等に基づき、市民に分かりやすく説明するものとします。 

【提言の理由】 

 権限の行使については、その根拠を明らかにするとともに、十分な説明

が行われることが必須です。 

13. 国等との連携 

【提言】 

第 37 条 市は、国、県、その他地方公共団体と適切な役割分担の下、相

互に協力するとともに、地方分権を推進するため、自立に向けて改革を推

進します。 

【提言の理由】 

 本条例の趣旨について、国や県、その他地方公共団体に理解を求め、意

見交換を行っていく必要があります。 

XI. 第 8章 実効性の確保 

1. 委員会の設置 

【提言】 

第 38 条 この条例の実効性を確保する仕組みとして、公募市民を過半数

とする「評価のための市民委員会」（以下、「委員会」と表記する）を設置

します。 

２ 委員会には公募等により市民が参加し、市民自治によるまちづくりが

進展しているかどうかについて、市民の目線で見守り、評価し、その進展

状況を市民に公表するとともに、これらの評価を市長に報告し、改善点を

提言します。 

【提言の理由】 

 条例が市民、議会及び行政機関により遵守、活用され効果を発揮してい

るか等の評価を行い、より良い条例とするための仕組みが必要となりま

すので、独立した「委員会」を設けます。 

 「委員会」の市民委員は公募とし、市民の主体性を確保するため市民の

代表が過半数となるように選出します。 

 条例・規則の本条例との整合性の確認や、本条例が市民、議会及び行政

機関により守られ、活用されて効果を発揮しているか等の評価を「委員

会」が行い、その状況を市民に知らせることが重要であり、評価結果を

市長に報告し、報告を受けた市長は内容を市民に公表します。 

 この条例が守られ活用されるように、内容を充実させ良いものとしてい
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くため、「委員会」は条例の改正の必要があると判断した場合には、市長

に対して改正の提言を行うこととします。 

XII. 附則 

【提言】 

市長は、この条例の内容を常により良いものにするために、社会経済情

勢の変化に照らして、4 年を目途に適宜見直しを行い、必要に応じて改正

を行うものとします。見直しおよび改正にあたっては、制定時と同じよう

に市民が参加するものとします。 

【提言の理由】 

 社会経済情勢は刻一刻と変わっていくものであることから、市長および

市議会議員の任期である 4 年を目途に、この条例の見直し作業を行うこ

とを提言します。 
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3. 資料 

I. 自治基本条例の検討経過 

23年 10月～ 

12月 

○共生と共創のまちづくりもばら市民塾の開催 

・序章としての行政等に関する学習会（受講者 37名） 

・「総合計画」「財政」「行財政改革」「市議会」「男女共同参

画」「自治基本条例」「まとめ」 

全 7回 隔週金曜日 18時～21時（うち2回は公開講座・

土曜日） 

 11月 ○自治基本条例を考える市民委員公募に関する地域説明会

の開催 

市内 10か所 参加者：24名 

○自治基本条例を考える市民の会議委員を公募 

応募者 35名 

24年 1月 ○公募委員の確定 35名 

○自治基本条例を考える市民の会（第 1回） 

・市長より委嘱状交付 

・委員自己紹介 

・自治基本条例を考える市民の会の概要 

 2月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 2回） 

・ファシリテーション（合意形成の手法） 

 3月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 3回） 

アドバイザー：関谷昇氏（千葉大学法経学部准教授） 

・自治基本条例をめぐる主な論点 

・考え方の整理 

・グループワーク 

○自治基本条例を考える市民の会（第 4回） 

・今後の進め方 

・まちづくり分科会を設置 

第一分科会（教育・子育て） 

第二分科会（福祉） 

第三分科会（環境・都市計画） 

・条例づくり分科会を設置 

A 分科会（議会） 

B 分科会（行政） 

C分科会（地域自治・市民） 
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24年 4月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 5回） 

・分科会について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 6回） 

・まちづくり分科会（その 1） 

分科会の体制（リーダー、サブリーダー、記録係等） 

 5月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 7回） 

・まちづくり分科会（その 2） 

担当課の職員によるレクチャー等 

○自治基本条例を考える市民の会（第 8回） 

・まちづくり分科会（その 3） 

分科会メンバー（実践者）によるレクチャー等 

 6月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 9回） 

・まちづくり分科会（その 4） 

課題の整理（中間まとめに向けて） 

○自治基本条例を考える市民の会（第 10回） 

・まちづくり分科会（その 5） 

ゲスト（実践者）によるレクチャー等 

 7月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 11回） 

・まちづくり分科会（その 6） 

まちづくりの課題について（中間まとめに向けて） 

・条例づくり分科会（その 1） 

今後の進め方 

○広報委員会（第 1回） 

・市民の会だよりNo.1(H24.7.28発行)について 

・茂原七夕まつりでの PR について 

○市民の会七夕まつり PR 活動 

・まちづくりの願い事短冊を募集 

 8月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 12回） 

・まちづくり分科会における中間まとめ（発表） 

・アドバイザー：関谷昇氏（千葉大学法経学部准教授）から

のレクチャー 

○広報委員会（第 2回） 

・市民の会だよりNo.2(H24.9.6発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 13回） 

・条例づくり分科会（その 2） 

分科会メンバー間の意見交換 
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○自治基本条例を考える市民の会（第 14回） 

・条例づくり分科会（その 3） 

担当課の職員によるレクチャー等 

24年 9月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 15回） 

・条例づくり分科会（その 4） 

分科会ごとのグループワーク 

○広報委員会（第 3回） 

・市民の会だよりNo.3(H24.10.4発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 16回） 

・条例づくり分科会（その 5） 

分科会ごとのグループワーク 

 10月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 17回） 

・条例づくり分科会（その 6） 

分科会ごとのグループワーク 

○広報委員会（第 4回） 

・市民の会だよりNo.4(H24.11.1発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 18回） 

・条例づくり分科会（その 7） 

分科会ごとのグループワーク 

 11月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 19回） 

・条例づくり分科会（その 8） 

分科会ごとのグループワーク 

○広報委員会（第 5回） 

・市民の会だよりNo.5(H24.12.6発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 20回） 

・条例づくり分科会（その 9） 

分科会ごとのグループワーク 

 12月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 21回） 

・条例づくり分科会（その 10） 

分科会ごとのグループワーク 

○広報委員会（第 5回） 

・市民の会だよりNo.6(H25.1.9発行)について 

25年 1月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 22回） 

・全体会 

分科会ごとの検討内容発表、全体討議 

○広報委員会（第 7回） 
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・市民の会だよりNo.7(H25.2.7発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 23回） 

・条例づくり分科会（その 11） 

前回の全体会での質疑応答を踏まえて、分科会ごとのグル

ープワーク 

25年 2月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 24回） 

・条例づくり分科会（その 12） 

前々回の全体会での質疑応答を踏まえて、分科会ごとのグ

ループワーク 

○広報委員会（第 8回） 

・市民の会だよりNo.8(H25.3.8発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 25回） 

・全体会 

アドバイザー：関谷昇氏（千葉大学法経学部准教授）を交

えて、提言書案について発表・質疑応答・関谷氏による講評 

 3月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 26回・臨時） 

・全体会 

市民フォーラムに提示する資料について 

○広報委員会（第 9回） 

・市民の会だよりNo.9(H25.4.4発行)について 

○自治基本条例を考える市民フォーラム 

第一部：提言書（素案）についての報告（自治基本条例を

考える市民の会）、基調講演「自治基本条例と市民参加」（講

師 千葉大学法経学部准教授 関谷 昇氏） 

第二部：まちづくりワールドカフェ（対話・交流） 

参加者：49名 

○自治基本条例を考える市民の会（第 27回） 

・全体会 

市民フォーラムの結果について 

 4月 （茂原市議会議員選挙のため休会） 

○広報委員会（第 10回） 

・市民の会だよりNo.10(H25.5.2発行)について 

 5月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 28回） 

・全体会 

今後の進め方について 

○運営委員会（第 1回） 
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・市民の会だよりNo.11(H25.6.6発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 29回） 

・条例づくり分科会（その 13） 

分科会ごとのグループワーク 

25年 6月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 30回） 

・条例づくり分科会（その 14） 

分科会ごとのグループワーク 

○運営委員会（第 2回） 

・市民の会だよりNo.12(H25.7.4発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 31回） 

・全体会 

自治基本条例に関する基本的な考え方案について 

 7月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 32回） 

・全体会 

自治基本条例に関する基本的な考え方案について 

保護者対象アンケート調査について 

・条例づくり分科会（その 15） 

分科会ごとのグループワーク 

○運営委員会（第 3回） 

・市民の会だよりNo.13(H25.8.1発行)について 

○自治基本条例を考える市民の会（第 33回） 

・全体会 

条例の名称について 

 8月 ○運営委員会（第 4回・臨時） 

・各分科会案の取りまとめについて 

○自治基本条例を考える市民の会（第 34回） 

・全体会 

条例の名称について 

前文について 

自治基本条例に関する基本的な考え方案について 

・条例づくり分科会（その 16） 

分科会ごとのグループワーク 

○運営委員会（第 5回） 

・市民の会だよりNo.14(H25.9.5発行)について 

・各分科会案の取りまとめについて 

○自治基本条例を考える市民の会（第 35回） 
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・全体会 

前文およびまえがきについて 

自治基本条例に関する基本的な考え方案について 

25年 9月 ○自治基本条例を考える市民の会（第 36回） 

・全体会 

前文およびまえがきについて 

まちづくり条例に関する基本的な考え方案について 

○運営委員会（第 7回） 

・市民の会だよりNo.15(H25.10.3発行)について 

・各分科会案の取りまとめについて 

○運営委員会（第 8回・臨時） 

・各分科会案の取りまとめについて 

○自治基本条例を考える市民の会（第 37回） 

・全体会 

まちづくり条例に関する基本的な考え方案について 

○市長に提言書を提出 

○共生と共創のまちづくりもばら市民塾2013単科講座「マ

ルシェ文化と市民協働」の開催 

第一部：マルシェ文化と市民協働（Mobaraみらい応援団

代表 齋藤由子氏） 

第二部：市民参加のまちづくり（茂原市自治基本条例を考

える市民の会） 

第三部：まちづくりワークショップ（対話と交流） 
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II. 茂原市自治基本条例を考える市民の会委員名簿 

（平成 24 年 1 月 28日委嘱） 

◎…共同代表兼運営委員 ○…運営委員 

阿部 智喜 （千町） 風戸 知  （綱島） 花崎 洋  （町保） 

天野 雅章 （東部台） 笠原 怜司 （茂原） 前田 正志 （東茂原） 

○石井 雄士 （下永吉） ◎北田 豊  （早野） ○松永 徳弥 （谷本） 

磯部 功  （東部台） ◎河野 眞英 （木崎） ○丸嶋 輝夫 （三ケ谷） 

板倉 安子 （小林） 宍戸 良雄 （緑ヶ丘） 御須 剛  （本納） 

○犬飼 美智子（八幡原） ○渋沢 茂  （長尾） 矢部 義明 （小林） 

井上 昭子 （東部台） 菅原 政男 （千町） 山田 清  （長尾） 

○井上 英樹 （緑町） 田村 正行 （木崎） 山田 広宣 （綱島） 

宇野 功  （高師） 庭田 義則 （長清水） 吉野 和子 （高師） 

○大柿 恵司 （早野） 野村 賢一 （茂原西） 吉野 千恵子（東部台） 

○大塚 節子 （下永吉） 橋塚 みち子（東郷） 
（五十音順・敬称略） 

小倉 幹男 （千町） 服部 光司 （緑町） 
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III. 茂原市自治基本条例を考える市民の会分科会委員名簿 

（平成 24 年 5 月 8日現在） 

【まちづくり分科会】 

○…リーダー □…サブリーダー △…タイムキーパー ☆…記録係 

第一分科会⑨ 

（子育て・教育） 

☆大塚 節子 □丸嶋 輝夫 山田 広宣 

△庭田 義則 ○大柿 恵司  

野村 賢一 御須 剛  

服部 光司 矢部 義明  

第二分科会⑫ 

（福祉） 

△天野 雅章 井上 英樹 □石井 雄士 

板倉 安子 松永 徳弥 笠原 怜司 

☆犬飼 美智子 吉野 千恵子 山田 清 

井上 昭子 ○渋沢 茂 橋塚 みち子 

第三分科会⑪ 

（環境・都市計画） 

宇野 功 田村 正行 磯部 功 

北田 豊 前田 正志 阿部 智喜 

☆河野 眞英 吉野 和子 花崎 洋 

○宍戸 良雄 □風戸 知  

【条例づくり分科会】 

○…リーダー □…サブリーダー △…タイムキーパー ☆…記録係 

A 分科会⑧ 

（議会） 

板倉 安子 大柿 恵司 ☆吉野 和子 

□井上 英樹 矢部 義明 阿部 智喜 

○北田 豊 磯部 功  

B 分科会⑪ 

（行政） 

宇野 功 △風戸 知 御須 剛 

□大塚 節子 ☆渋沢 茂 宍戸 良雄 

○石井 雄士 山田 清 花崎 洋 

田村 正行 丸嶋 輝夫  

C分科会⑬ 

（地域自治・市民） 

☆天野 雅章 庭田 義則 ○松永 徳弥 

犬飼 美智子 野村 賢一 吉野 千恵子 

井上 昭子 服部 光司 △笠原 怜司 

□河野 眞英 前田 正志  

橋塚 みち子 山田 広宣  

 

 



 

 

 

茂原市まちづくり条例についての基本的な考え方 

平成 25 年 9月 

茂原市自治基本条例を考える市民の会 

（事務局 茂原市役所企画政策課） 

〒297-8511 千葉県茂原市道表 1番地 

TEL0475-20-1516 FAX0475-20-1603 

kikaku@city.mobara.chiba.jp 


